本当にフッ素の効果？
　６月３日付の朝日新聞は「新潟、フッ素で虫歯最少県」と報じました。「12歳児の虫歯が７年連続で全国一少ない新潟県で、昨年、一人当たりの平均本数が0.99本と、ついに１本を切った」とし、その原因は、幼・保育園、小中学校でのフッ素洗口の普及（実施率44.8％）によると主張。グラフを示して大きな記事を掲載しました。（記事：２ページ）
　一方、新潟県歯科医師会長は、新潟日報紙上で「フッ素洗口」の効果が大きいとした上で、「フッ素だけでむし歯予防はできない。今回の結果は、歯磨き指導など口内のケアに対する正しい知識を患者に伝えてきた」努力の成果でもあるだろうと、含みのある解説をしています。

「フッ素で虫歯最少県」という朝日の記事は、基本的に間違っています。新潟県のむし歯減少があたかもフッ素洗口の効果であるとする記事は、科学的事実と背景を無視しています。

第一に、フッ素洗口の効果があるとするなら、新潟県の減少曲線がもっと下（鋭角）に傾斜しなければなりません（２ページグラフの点線）。全国と新潟県のグラフは、５年の差で減少率がほとんど一致しています。
日本の推進学者は、30～80％の効果があると主張します。しかし、国際的な権威ある医療評価機関コクラン・レビューでは、洗口の効果は「事実上ない」としています。日本の推進学者の論文は医科学的に問題があり、一つも採用されず国際的に通用しないのです。
第二に、全国と新潟県の５年の差は何かです。
新潟県歯科医師会長が述べているように、食生活を含む社会的変化や予防保健教育等の効果こそ全国一位の源泉であり、５年の差を生みだしているのです。

(1)  全国２位は広島県の1.1本（少数点第２位四捨五入）
2006年 　12歳DMFT(本)　 洗口人数　 ５歳罹患率(％)　 備考
新潟県　　　１．０　　　 82,814　　　　52.2　　　　5～10歳まで罹患率が東京都より悪い
広島県　　　１．１　　　  1,841　　　　39.1
愛知県　　　１．２　　　 68,803　　　　43.7　　　　02年より洗口人数急増
東京都　　　１．３　　　　  235　　　　48.3　　　　洗口人数ほとんど０％
長野県　　　１．３　　　 22,322　　　　48.8
(2)  弥彦小学校内に歯科診療台
　新聞記事にある新潟県弥彦村・弥彦小学校は、1970～72年新潟大学歯学部予防歯科（堀井・境）の集団フッ素洗口を受け入れました。見返りとして、同大からの歯科医師派遣による治療等を学校内で行うことになったのです。校内に歯科診療台が設置されています。
　全国の小学校に歯科診療台が設置され、週１回とか月１回、大学から歯科医師が治療に訪れるなら、すべての学校が弥彦小学校のように0.04本のむし歯数になるではないでしょうか。

フッ素洗口という行為は、むし歯予防への動議づけでしかないのです。学校での歯科保健活動の充実、保護者への啓発、行政の手厚い歯科保健施策等こそがむし歯減少の本命なのです。
むし歯の本数
最少の新潟県
フッ素洗口に効果があるとする

なら、新潟県のむし歯本数は点
線(例)のようになるはずでは？






